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 資-１ 

１．第３章資料 碧南市と他事業体のＰＩ（業務指標） 

 

 

① ＰＩ（業務指標）の解説 

分類 業務指標 解説 

持続 

経常収支比率 

（C102） 

経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示すもので、

水道事業の収益性を表す。この値が高いほど経常利益率が高いことを

示し、これが 100％未満であることは、経常損失が生じていることを

意味する。 

総収支比率 

（C103） 

総費用が総収益によってどの程度賄われているかを示すもので、水道

事業の収益性を表す。この値が 100％未満の場合は、収益で費用を賄

えないこととなり、健全な経営とは言えない。 

繰入金比率（資本的収

入分） 

（C106） 

資本的収入に対する資本勘定繰入金の依存度を示しており、水道事業

の経営状況を表す。 

給水収益に対する職

員給与費の割合 

（C108） 

給水収益に対する職員給与費の割合を示すもので、水道事業の収益性

を表す。この値は、料金改定、水需要の変化による給水収益の増減、

職員の年齢構成に影響を受ける。 

料金回収率 

（C113） 

給水原価に対する供給単価の割合を示すもので、水道事業の経営状況

の健全性を表す。この値が 100％を下回っている場合、給水にかかる

費用が料金収入以外の収入で賄われていることを意味する。 

供給単価 

（C114） 

有収水量 1㎥当たりの給水収益の割合を示すもので、水道事業でどれ

だけの収益を得ているかを表す。この値は低額である方が水道サービ

スの観点からは望ましいが、水源、原水水質などの違いによって、給

水のための経費に大きな差があるため、単純に金額だけで判断するこ

とは難しい。 

給水原価 

（C115） 

有収水量 1㎥当たりの経常費用（受託工事費等を除く）の割合を示す

もので、水道事業でどれだけの費用がかかっているかを表す。この値

は低額である方が事業体、契約者双方にとって望ましいが、水源、原

水水質などの違いによって、給水のための経費に大きな差があるため、

給水原価の水準だけで経営の優劣を判断することは難しい。 

自己資本構成比率 

（C119） 

総資本（負債及び資本）に対する自己資本の割合を示しており、財務

の健全性を表す。この値が低いということは、企業債残高が相対的に

多いということであり、企業債から発生する支払利息の負担が大きく

なる。 

企業債償還元金対減

価償却費比率 

（C121） 

当年度減価償却費に対する企業債償還元金の割合を示すもので、投下

資本の回収と再投資との間のバランスを表す。一般的に、この値が

100％を超えると、再投資を行うに当たって企業債などの外部資金に

頼らざるを得なくなり、投資の健全性は損なわれることになる。 

職員一人当たり有収

水量 

（C124） 

1 年間における損益勘定職員一人当たりの有収水量を示すもので、水

道サービスの効率性を表す。この値が高い方が事業効率がよいといえ

るが、昨今は外部委託が増えたことによって、損益勘定職員が減少し

た場合でも値が高くなるため、単純比較できない面もある。 

水道業務平均経験年

数 

（C205） 

全職員の水道業務平均経験年数を示すもので、人的資源としての専門

技術の蓄積度合いを表す。一般的には、この値が大きい方が、職員の

水道事業に関する専門性が高いと考えられるため、水道事業体として

は好ましい。 

安全 
平均残留塩素濃度 

（Ａ101） 

給水栓での残留塩素濃度の平均値を示すもので、水道水の安全性及び

塩素臭（カルキ臭）発生に与える影響を表す。残留塩素については、

水道法施行規則第 17 条第 3 号によって、給水区域の末端においても

遊離残留塩素濃度 0.1mg/L 以上を満たすことが必要である。塩素臭

の発生を減少させるためには、残留塩素濃度 0.1mg/L 以上を確保し

た上で、なるべく小さな値にすることが望ましいとされる。 



 資-２ 

安定 

施設利用率 

（Ｂ104） 

施設能力に対する一日平均配水量の割合を示すもので、水道施設の効

率性を表す。経営効率化の観点からは数値が高い方がよいが、施設更

新、事故に対応できる一定の余裕は必要である。 

漏水率 

（Ｂ110） 

配水量に対する漏水量の割合を示しており、事業効率を表す。この値

は低い方がよい。 

配水池貯留能力 

（Ｂ113） 

一日平均配水量に対する配水池有効容量の割合を示すもので、給水に

対する安定性を表す。この値が高ければ、給水の安定性、事故などへ

の対応性が高いといえる。 

給水人口一人当たり

配水量 

（Ｂ114） 

給水人口一人当たりの配水量を示すもので、家庭用以外の水利用の多

少を表す。事業所、観光地での利用など、給水人口対象者以外の利用

水量も含まれているため、大都市や観光地での数値が高くなることが

想定される。 

給水普及率 

（Ｂ116） 

給水区域内に居住する人口に対する給水人口の割合を示すもので、水

道事業のサービス享受の概況及び地域性を表す。 

給水人口一人当たり

貯留飲料水量 

（Ｂ203） 

災害時に確保されている給水人口一人当たりの飲料水量を示すもので

あり、水道事業体の災害対応度を表す。災害時の水の最低必要量は、

一人一日 3L とされている。 

給水管の事故割合 

（Ｂ208） 

給水件数 1,000 件当たりの給水管の事故件数を示しており、配水管分

岐から水道メーターまでの給水管の健全性を表す。この値は低い方が

よい。 

配水量 1 ㎥当たり電

力消費量 

（Ｂ301） 

配水量 1㎥当たりの電力使用量を示すもので、省エネルギー対策への

取り組み度合いを表す。この値は地域特性（取水場所、配水系の地形

など）によって左右される。 

法定耐用年数超過設

備率 

（Ｂ502） 

水道施設に設置されている機械・電気・計装設備の機器合計数に対す

る法定耐用年数を超えている機器数の割合を示すものであり、機器の

老朽度、更新の取り組み状況を表す。 

法定耐用年数超過管

路率 

（Ｂ503） 

管路の延長に対する法定耐用年数を超えている管路の割合を示すもの

であり、管路の老朽化度、更新の取り組み状況を表す。 

管路の更新率 

（Ｂ504） 

前年度末における管路の延長に対する更新された管路延長の割合を示

すもので、信頼性確保のための管路更新の執行度合いを表す。この値

の逆数が管路をすべて更新するのに必要な年数を示す。 

配水池の耐震化率 

（Ｂ604） 

全配水池容量に対する耐震対策の施された配水池の容量の割合を示す

もので、地震災害に対する配水池の信頼性、安全性を表す。この値は

高い方がよい。 

管路の耐震化率 

（Ｂ605） 

導・送・配水管（配水支管を含む）全ての管路の延長に対する耐震管

の延長の割合を示すもので、地震災害に対する水道管路網の安全性、

信頼性を表す。この値は高い方がよい。 



 資-３

② 碧南市のＰＩ（業務指標）値 

 



 資-４

 



 資-５

③ 碧南市と他事業体のＰＩ（業務指標）値



資-6 

2．第８章資料 フォローアップのＰＩ（業務指標） 

 

 

① ＰＩ（業務指標）の解説 

分類 業務指標 解説 

持続 

自己資本構成比率 

（C119） 

総資本（負債及び資本）に対する自己資本の割合を示しており、財務

の健全性を表す。この値が低いということは、企業債残高が相対的に

多いということであり、企業債から発生する支払利息の負担が大きく

なる。 

経常収支比率 

（C102） 

経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示すもので、

水道事業の収益性を表す。この値が高いほど経常利益率が高いことを

示し、これが 100％未満であることは、経常損失が生じていることを

意味する。 

有収率 

（B112） 

年間配水量に対する年間有収水量の割合を示すもので、水道施設を通

して供給される水量が、どの程度収益につながっているかを表す。こ

の値は、一般的に 100％に近いほどよい。 

配水施設の利用率 

（B104） 

施設能力に対する一日平均配水量の割合を示すもので、水道施設の効

率性を表す。経営効率化の観点からは数値が高い方がよいが、施設更

新、事故に対応できる一定の余裕は必要である。 

安全 

平均残留塩素濃度 

（A101） 

給水栓での残留塩素濃度の平均値を示すもので、水道水の安全性及び

塩素臭（カルキ臭）発生に与える影響を表す。残留塩素については、

水道法施行規則第 17 条第 3 号によって、給水区域の末端においても

遊離残留塩素濃度 0.1mg/L 以上を満たすことが必要である。塩素臭

の発生を減少させるためには、残留塩素濃度 0.1mg/L 以上を確保し

た上で、なるべく小さな値にすることが望ましいとされる。 

直結給水率 

（A204） 

給水件数に対する直結給水件数の割合を示すもので、受水槽管理の不

備に伴う衛生問題などに対する水道事業体としての取り組み度合いを

表す。 

強靭 

配水池貯留能力 

（B113） 

一日平均配水量に対する配水池有効容量の割合を示すもので、給水に

対する安定性を表す。この値が高ければ、給水の安定性、事故などへ

の対応性が高いといえる。 

給水人口一人当た

り貯留飲料水量 

（B203） 

災害時に確保されている給水人口一人当たりの飲料水量を示すもので

あり、水道事業体の災害対応度を表す。災害時の水の最低必要量は、

一人一日 3L とされている。 

法定耐用年数超過

設備率 

（B502） 

水道施設に設置されている機械・電気・計装設備の機器合計数に対す

る法定耐用年数を超えている機器数の割合を示すものであり、機器の

老朽度、更新の取り組み状況を表す。 

法定耐用年数超過

管路率 

（B503） 

管路の延長に対する法定耐用年数を超えている管路の割合を示すもの

であり、管路の老朽化度、更新の取り組み状況を表す。 

配水池の耐震化率 

（B604） 

全配水池容量に対する耐震対策の施された配水池の容量の割合を示す

もので、地震災害に対する配水池の信頼性、安全性を表す。この値は

高い方がよい。 

管路の耐震化率 

（B605） 

導・送・配水管（配水支管を含む）全ての管路の延長に対する耐震管

の延長の割合を示すもので、地震災害に対する水道管路網の安全性、

信頼性を表す。この値は高い方がよい。 

管路の更新率 

（B504） 

前年度末における管路の延長に対する更新された管路延長の割合を示

すもので、管路更新の執行度合いを表す。この値の逆数が管路をすべ

て更新するのに必要な年数を示す。 

 

 



 

資-7 

② フォローアップのＰＩ（業務指標）値 

 
  


